




















































































































































































































































































































































































































































































































































































７６３５３１７９２４９４２０３非 鉄 金 属
１,５４４１,５２８１,８４１１,０７５４６５石 油
１４,１５０７,１２７４,３２９２,９４２１,４９３機 械
５,９０７１,９６０１,０８６６６８２７６電 気 機 械
５,４２０３,４７０１,８７４１,３５８５８０自 動 車
３,２５２２,４５１２,９７２２,０５３１,０８２化 学
８４４７４２１,０６６８８０３８６石 油 化 学
５６５５００７８１６３２４５７繊 維
３００２５０３２５３０４２４３合 成 繊 維







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































政 府 財 貨
サービス購入
年度
対GNP
比　率
対GNP
比　率
２４.０
 ７８,６８６
（１０.３）
１８.８
 ６１,７７３
（１５.９）
昭和４０
２３.８
 ９１,３４７
（１６.１）
１８.４
 ７０,６７０
（１４.４）
４１
２３.４
１０６,１４８
（１６.２）
１８.１
 ８１,８８５
（１５.９）
４２
２２.７
１２０,８７４
（１３.９）
１７.４
 ９２,９１７
（１３.５）
４３
２１.９
１３６,６２６
（１３.０）
１６.６
１０３,６４８
（１１.５）
４４
２２.３
１６２,７７２
（１９.１）
１６.７
１２２,１６９
（１７.９）
４５
２３.７
１９３,６５３
（１９.０）
１８.１
１４７,９８１
（２１.１）
４６
２４.８
２３５,３２５
（２１.５）
１８.９
１７９,２０３
（２１.１）
４７
２４.２
２７９,７６０
（１８.９）
１８.２
２１０,０５８
（１７.２）
４８
２６.９
３６６,５２８
（３１.０）
１９.９
２７０,９１２
（２９.０）
４９
２９.３
４３６,３３１
（１９.０）
２０.９
３１１,１３１
（１４.８）
５０
３０.１
５０５,４００
（１５.８）
２０.８
３５０,０００
（１２.５）
５１
（資料）経済企画庁編『経済白書』昭和５１年版。
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で最初に１つ目に（イ）「国債発行額」（百億円）推移が前提をなすが，その数値
をフォローすると，７０年＝３８→７１年＝１２２→７２年＝２３１→７３年＝１８１→７４年＝
２１６→７５年＝５４７→７６年＝５４８（第10表）というラインを踏む。したがって，「ド
ル・ショック不況→石油危機」という経済危機を経験する度に公債累積が嵩上
げされていくといってよく，不況対策とのその対応関係が目立っている。つ
いで，この点を２つ目に（ロ）「公債依存度」（％）からも検証しておくと，４６→
１２６→１９０→１１９→１１３→２６３→２９９（第10表）と変化する以上，特に「第１次石
油危機」以降での依存率上昇が取り分け目に付こう。まさしく国家財政全体を
挙げて「不況対策」に乗り出したわけであろう。
このようにみてよければ，最後に３つ目に，この「赤字国債」動向は結局（ハ）
第10表　一般会計国債の発行額と依存度の推移
 （単位:億円，％）
４５４４４３４２４１昭和４０年度項目
４,３００４,９００６,４００８,０００７,３００－当　初
公債発行額 ３,８００４,５００４,７７７７,３１０７,３００２,５９０補正後
３,４７２４,１２６４,６２１７,０９４６,６５６１,９７２実　績
５.４７.２１０.９１６.２１６.９－当　初
公債依存度 ４.６６.４８.０１４.０１６.３６.９補正後
４.２５.９７.７１３.８１４.９５.２実　績
５１５０４９４８４７４６年度項目
７２,７５０
（３７,５００）
２０,０００２１,６００２３,４００１９,５００４,３００当　初
公債発行額
５４,８００
（２２,９００）
２１,６００１８,１００２３,１００１２,２００補正後
２１,６００１７,６６２１９,５００１１,８７１実　績
２９.９９.４１２.６１６.４１７.０４.５当　初
公債依存度 ２６.３１１.３１１.９１９.０１２.６補正後
１１.３１２.０１６.３１２.４実　績
（資料）大蔵省『財政金融統計月報』第２８９号，６頁より。
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こう「意義」付け可能だといってよい。つまり，７０年代における，「公債発行増
加＝公債依存度上昇」の明白な出現が確認されねばならないが，その構造的土
台には，「公債増大→赤字財政形成→財政支出拡張→有効需要創出→資本蓄積
促進」という論理が貫徹しており，したがって，７０年代財政政策は，「資本蓄
積促進策」のその不可欠な一環を構成した　　のだと。
以上を前提として，この７０年代・財政政策体系を，第３に「景気調整機
能」という側面からも集約しておこう。そこで最初は１つ目として（イ）「景気
拡張作用」から入ると，まずその「意図」が問題となるが，それが「調整イン
フレ政策」の一環たる「景気対策」的指向に立脚していたのはいうまでもない。
つまり，「円切り上げ阻止」を睨んだ景気引き上げ策であった点は当然であっ
て，特に「ドル・ショック不況」や「石油危機不況」の克服策として重要視され
たのは周知の通りである。そうであれば，この「景気拡張作用」のまず第１パ
ターンが最初に「公共事業費の膨張」に求められるのは自明である。という
のも，この公共事業費支出が，景気拡張作用としての大きな波及効果という
点で評価されたからであって，例えば，７０年度補正予算以降は「列島改造予
算」に至るまで，公共事業費水準は，一般会計規模全体を引き上げつつその顕
著な増額を維持し続けた。そのうえで，財政政策が発揮した，「景気拡張作
用」の第２パターンは「財投の増大」ではないか。というよりもむしろ，公共
事業費を中心とした財政支出の拡張は，一般会計プロパーだけによっては自
ずと限界があったというべきであり，したがって，「公共事業費の膨張」自体
が「財投増大」によってこそ支えられていた　　という連関こそが枢要と
いってよい。例えば，「ドル・ショック不況」や「石油危機不況」への対策に関
連して，この「財投増加」ルート」が，その財源的裏付けとして決定的役割を果
たした点に疑問の余地はあり得まい。
しかしそれだけではない。他方２つ目に，財政政策の（ロ）「景気抑制作用」
もまた無視はできず，最初にその「意図」としては，繰り返し指摘した「総需
要抑制策」との関わりが大きい。すなわち，「狂乱インフレ―資源制約」に直面
して発動された「総需要抑制策」の主要な一環として，金融政策と合体しなが
ら「有効需要形成の削減」が試行されたわけであり，「資本蓄積―景気」のむし
ろ抑制こそが目指された。そこでこの「景気抑制作用」の第１パターンは「緊
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縮予算の遂行」に他ならない。その場合，この範疇には「一般会計伸び率縮小・
財投伸び率圧縮・公共事業費減額」などが総合的に含まれるが，まさにこの操
作による財政規模トータルの全体的な切り詰めを通してこそ，「財政ルート」
を経由した「有効需要量の削減」が追及されたわけであろう。そしてそのうえ
で，第２の「抑制パターン」として，特に「公共事業」に関して，その「契約・
執行の凍結・繰り延べ」などという「手続き調整」さえもが実行された。まさし
く「非常時型緊縮財政・運営」こそが進行したといってよく，その中で，極め
て典型的な「景気抑制作用」が発現していく。
そうであれば最後に３つ目に，７０年代・財政政策の「景気調整機能」は結局
以下のように（ハ）「総括」可能だと思われる。すなわち，財政政策は７０年代・
景気動向の乱高下に対応しつつ，まず一面で，特に「調整インフレ政策」体系
の中では，「景気対策」の基本的一環として「景気拡張作用」を強力に発動した。
しかしそれだけではなく，ついで他面では，「インフレ対策」を主要目的とし
た「総需要抑制政策」型役割の担い手にも位置づけられて，ここでは一転して，
むしろ「景気抑制作用」をこそ発揮した。こうして，７０年代財政政策は，まさ
に「景気拡張―抑制」の両作用を，全体的「景気調整機能」として現実化したと
集約でき，したがってその点に，「資本蓄積促進策」としての，その性格が現
出していよう。
［３］産業政策　最後に，「資本蓄積促進策」の３番目は③「産業政策」１０）だと
いってよい。といっても，高度成長期とは異なって，７０年代・産業政策の展
開例はそう多くはないが，差し当たりまず第１に「為替政策」が重要であろ
う。そこでまず１つ目に，（イ）その「背景」だが，いうまでもなく「貿易黒字累
積→国際的な円切り上げ圧力」こそが大きい。すなわち，取り分け７０年代に入
ると，日本に対する開放圧力・円切り上げ圧力は急速に高まるが，にもかか
わらず，政府・日銀・産業界は，足並みを揃えて「円切り上げ絶対回避」のス
タンスを固持し続けた。のみならず，７１年５月，大量の短資流入に直面して
西ドイツが「暫定フロート」に移行し，いよいよ円切り上げが必至となっても，
この「円切り上げ回避」方針はなおも堅持され，むしろそれへ向けた「産業政
策」こそが着手されるに至る。
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したがって２つ目として，「切り上げ回避型・産業政策」の（ロ）「展開」が問
題となるが，それは「第１次円対策８項目」という形で提起された。すなわち，
外国からの要求を考慮しながら，「輸出指向型経済の転換」をアピールする「産
業政策」に他ならないが，そこには以下のような「雑多な項目」がぶち込まれて
いた。具体的には，「輸入自由化促進・特恵関税の早期実施・関税引き下げの
推進・資本自由化の促進・非関税障壁の整理・経済協力の推進・輸出の正常
化・財政金融の機動的運営」，などであるが，その「総花的性格」には驚きを禁
じ得ない。まさに総体的な「産業政策のプラン提示」とみるべきではないか。
そのうえで３つ目に，では（ハ）その「帰結」はどうか。以上のような日本の
思惑と対応にもかかわらず，周知の７１年８月１６日の「ドル・ショック」によっ
て円は一時的に変動相場制へ移るが，その後，日本による，何段階かの代替
策提示を経て，最終的には，１２月１７日の１０でスミソニアン・レートの合意
をみた。すなわち，日本は１６８８％切り上げの３０８円レートに帰着を余儀なく
されるが，しかし，日本政府はその後も「円再切り上げ絶対回避」方針を掲げ
続け，「拡大均衡型・経済運営スタンス」・「金融緩和措置の着手」・「為替管理
の緩和措置」　　という，「開放型・産業政策」への傾斜を急速に加速させて
いった。要するに，この「為替政策」が，７０年代資本蓄積の制度的大枠を「円相
場」の方向から組織的にサポートしたという意味で，その「産業政策」的役割を
担ったことは否定できまい。
ついで「産業政策」の第２としては「石油危機対策」が指摘されてよい。そ
こで，まず１つ目に（イ）その「背景」から入ると，いま直前にみたドル・ショッ
クに追い討ちをかけるように，７３年秋には「第１次石油危機」が勃発する。す
なわち，７３年１０月の第４次中東戦争を契機として，アラブ産油国は，対イス
ラエル報復を目的とした，「原油公示価格の大幅引き上げ・原油生産削減・非
友好国への輸出禁止」などを発動した。そして，このような措置が日本経済へ
甚大な打撃を与えたのは当然であり，高度成長の過程で著しい「石油依存・石
油多消費型」体質になり切っていた日本経済に対しては，まさに「石油危機」と
して波及していく以外にはなかった。緊急避難型「産業政策」が要請された所
以である。
そこで２つ目として（ロ）その「内容」へ移ると，まず以下のような「石油依
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存」の深刻な現実が問題をなす。つまり，日本の場合，例えば，「第１次エネ
ルギー供給に占める石油の比重７８％」（７３年，以下同），「実質１単位当た
り石油消費量０５１１」，「エネルギー消費中の産業部門比率５６％」，「石油輸入依
存度９９７％」などという数字が拾えるのであるが，これらが，欧米先進諸国と
比較して顕著に高かったのは周知のことであった。そして，それが故に日本
への衝撃はそれだけ大きく，すでに始動していたインフレに火を点けつつ，
石油関連製品を筆頭にして小売物価・卸売物価の凄まじい騰貴を招くことと
なる。まさに「狂乱物価」（７４年２月，卸売物価上昇率対前年比３７％）と命名さ
れる以外になかったが，それに直面して，政府は，「緊急石油対策推進本部」
を設置して以下のような「産業政策」実施を余儀なくされたといってよい。例
えば，「官公庁の石油・電力節約実施」，「百貨店・スーパーの営業時間短縮」，
「深夜テレビの放送自粛」，「ネオン節約・エレベーター使用削減」，「マイカー
自粛」，などのキャンペーンを打ち出した。いわば間接的な「産業政策」展開に他
なるまい。こうして経済隘路の総合的調整を目指した「産業政策」が作動していく。
そのうえで最後に３つ目に，このような「石油危機対処型・産業政策」の（ハ）
その「意義」が興味深い。というのも，この石油危機が日本経済に与えた衝撃
は，単に「循環的」なものではなくいわば「構造的」なものであり，したがって，
それに対応して発動されたこの「産業政策」自体も，ある意味でその「構造的性
格」を免れ得なかった　　からに他ならない。つづめていえば，まず原油価
格の大幅騰貴が「価格体系とコスト構成」に関わる不可逆的な変質を引き起こ
したが，ついで，だからこそそれを前提として，それに対処すべく発動された，
この「石油危機型・産業政策」は，「石油依存・エネルギー多消費・素材型産業」
の後退を，まさに政策的に「誘導」するという帰結をもたらした　　のだと。
最後に，「産業政策」の第３として「開発政策」にも簡単にふれておきたい。
そこで１つ目に（イ）その「背景」から入ると，すでに別の機会に詳述した通り，
「地域開発政策」は６０年代・高度成長期にその頂点を経験し，その後，当面の
７０年代にはほぼ一定の沈静化をみたといえた。まさにそのような経過の中に
あって，７０年代にいわば傑出して目立った展開を示した例こそ周知の「列島
改造論」ではないか。そこで２つ目に（ロ）その「位置づけ」にまで進むと，いう
までもなくこれは，７２年７月に登場した田中角栄内閣を代表する政策スロー
低成長経済と日本型現代資本主義の変質　　（村上）
－６３－
ガンに他ならないが，７０年代・低成長局面にあって，それが，資本蓄積の基
礎基盤に対してその総合的促進作用を及ぼしたという点で，この「改造論」は，
７０年代における「開発政策型・産業政策」の，文字通りまさしくその代表ケー
スをなした。それを前提として，３つ目に（ハ）その「内容」へ立ち入ると，具体
的には以下のような点にこそそのポイントが集約されてよい。すなわち，「工
業再配置・新２５万都市建設・高速交通手段整備」を基本柱にしつつ，それを土
台にしながら，全国的な開発構想の進展が目指された　　と図式化できよう。
その結果，企業の先行的な土地投機が噴出し，そこから地価と物価の急上昇
が進んだのはいまや周知の事実であって，「インフレと公害の全国的蔓延」こ
そが帰結をみた。まさにその点でも，低成長期・資本蓄積に対してその総合
的刺激作用を付与した　　という方向からは１つの特有な「産業政策」とし
て理解可能であり，したがってその意味で，「資本蓄積促進策」における，１つ
の「歪んだタイプ」だと整理できよう。
おわりに 　　 全体的総括
以上のような考察を下敷きにして，最後に，「日本型・現代資本主義の『変
質』」という視角から全体を総括していきたい。そこでまず第１論点は（Ⅰ）「前
提的命題」に他ならず，日本資本主義は，６０年代全般の「高度成長過程」を経て，
概ね７０年代全体において「低成長経済への移行」を余儀なくされた。もう一歩
具体的に示せば，まず一面で経済過程においては，「７１年ドル・ショック不
況→７３年第１次石油危機不況→７９年第２次石油危機不況」という経過で，「不
況と物価高」の同時進行に呻吟する「スタグフレーション」に直面する以外に
なかった。そしてその結果，「生産・投資・雇用・所得・消費」各側面におけ
る停滞に直面したから，まさにこの７０年代こそ，日本経済の「低成長局面」＝
「経済的危機局面」であったことには多言を要しまい。そのうえで他面で政
治過程においては，このような「経済的危機」とも連動して，極めて乱高下的
な「体制抗争」が進展したとみてよく，基本的には，７０年代前半の「革新自治体
拡大→政治危機増大」と，その後半における「自民党ダブル選挙勝利→政治危
機緩和」とが，極めて明確な対照形においてその進行をみた。したがってそう
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であれば，総合的には，７０年代「体制組織化」全体の帰結としては，「経済的
危機」を「国家の体制組織化機能」によって一応は克服しつつ，その帰結として，
一定の「体制組織化の再構築」実現こそが現出していった　　とこそ集約可能
ではないか。
そうであれば，次に第２論点としてはその現実的な「展開命題」が直ちに
問題となり，以上のような「体制組織化の再構築」を可能にした，「組織化機能」
の現実的展開こそが明確化されねばなるまい。そう考えると，それは以下の
２方向から提示可能であって，まず第１ベクトルとしてはいうまでもなく
「階級宥和策」の効果が絶大であって，やや具体的に示せば，①「臨調・民営化
路線に体制的に裏付けされた，同盟・に代表される『超・協調主義的労資
関係』の完成」，②「『福祉元年』に象徴される社会保障体制の一定の進展」，③
「『スト権・スト敗北』の帰結としての，資本対抗型・労働運動の消滅」，など
がいわば容易に指摘可能ではないか。要するに，「国家―企業」連合システム
に立脚した，「階級宥和策」展開がその決定的な奏効をみたという他はない。
しかしそれだけではない。他方，「資本蓄積促進策」がその独自な役割を有
効に果たした点も明瞭であって，　　低成長経済に制約されて量的には不十
分だとはしても　　例えば①「日銀信用の弾力的発動による発券量の拡張」，
②「赤字国債を財源とした財政支出の膨張」，③「景気動向と敏感に連動した金
融・財政作用調節に基づく『有効需要の総合的調節』」（第11表），などはその
代表パターンとして重要であろう。こうして，「体制組織化の７０年代再構築」
に果たした，「階級宥和策」・「資本蓄積促進策」両機能のその決定的な役割が
一目瞭然だが，そうであれば，その「７０年代型特徴」にも改めて強く注意を
払わないわけにはいかない。というのも，６０年代・高度成長期と総体的に比
較して，この７０年代型・体制組織化作用にあっては，一方での，財政・金融
を基軸とした「資本蓄積促進策」の　　「低成長化」束縛に起因した　　「弱体
化」と，他方での，　　その「補完」をこそ意図した　　「労資関係・労働運動・
社会保障」を焦点とする「階級宥和策」の，その「強力化・浸透化」が取り分け目
立つからに他ならない。要するに７０年代には，「体制組織化様式」の一定の「変
質」が進んだわけであり，結局その点で，「日本型・現代資本主義」における新
局面の登場が出現してくる。
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したがって，最後に第３論点こそ（Ⅲ）「結論的命題」が提起可能となろう。
そこでまず最初に「現代資本主義の定義」１１）を確認しておくと，　　他の機
会に繰り返し指摘した通り　　その枢要点は，「資本主義の体制的危機にお
ける，『階級宥和策』および『資本蓄積促進策』を手段とした，資本主義延命を
目指す『反革命体制』」という点にこそあるが，そうであれば，この「定義」を基
準にすれば，「７０年代・日本資本主義」が，まさに「現代資本主義の１ヴァリエー
ション」以外ではないのは自明といってよい。しかしさらに留意すべきは，そ
のうえで，それが「現代資本主義の如何なる『歴史段階的類型』に帰属するの
か」という論点であって，もう一段具体的に発問すれば，「高度成長期＝日本
型・現代資本主義の『確立』」１２）に対して，「７０年代型」にはどのような「規定性」
を与え得るのか　　とパラフレーズされてもよい。このように考えれば，そ
れへの「解答」もいまや明白であって，この「７０年代型」にあっては，すでに検
出したように，「階級宥和策」および「資本蓄積促進策」それぞれの個別論点に
おいて，「６０年代型」からの無視し得ない相違が明瞭である　　例えば，①「協
調的労資関係における『成立・開始→定着・深化』」，②「労働運動における『労
第11表　マネーサプライ（暦年）
 （単位:億円）
マネーサプライ末残
M２＋CDM１年末 預金通貨現金通貨 M３＋CDM２＋CDM１
１６.９１６.８５４２,３７３１６２,６１７５０,９７８２１３,５９５昭和４５
（％）
２４.３２９.７６７３,９８２２１７,３５４５９,５７７２７６,９３１４６
２５.０２４.７２４.７８４０,４０５２６８,２００７７,０６１３４５,２６１４７
１８.８１６.８１６.８９８１,８８５３１１,９８２９１,１３３４０３,１１５４８
１３.７１１.５１１.５１,０９４,９４３３４２,２０３１０７,３０９４４９,５１２４９
１６.５１４.５１１.１１,２５３,３０４３８３,７０１１１５,７８６４９９,４８７５０
１５.４１３.５１２.５１,４２２,４８７４３３,２１０１２８,５８１５６１,７９１５１
１３.４１１.１８.２１,５８０,３３１４６６,６４３１４１,２２４６０７,８６７５２
１４.０１３.１１３.４１,７８７,２０１５２６,６９９１６２,５９０６８９,２８９５３
１０.８９.１３.０１,９５０,１２９５３９,６８２１７０,５１９７１０,２０１５４
９.５７.２－２.０２,０８９,８５９５２０,９７４１７４,７５３６９５,７２７５５
９.５７.２－２.０２,０８９,８５９５２０,９７４１７４,７５３６９５,７２７５５
（資料）前掲『日本金融年表・統計』１７３頁。
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資対抗→体制内化』」，③「社会保障における『未整備→充実化』」，④「財政金融
政策における『健全財政立脚→赤字財政依存』」など　　とともに，さらに，
これら両者の「力学バランス」に今や決定的な差異が発現している以上，「７０年
代型」においては，「確立」型「規定性」を明らかに超えて，まさしくその「変質」
領域に入った　　と性格づけられる以外にはない。要するに「７０年代型」にお
ける「変質過程」１３）の進行である。
つづめていえば最終的には，こう「結論」されるべきであろう。すなわち，
この「７０年代低成長期・日本資本主義」は，その「６０年代・高度成長期＝確立
期」を経た上で，具体的には，「階級宥和策・資本蓄積促進策の『変質化』」をこ
そその根拠にしつつ，「日本型・現代資本主義」の，まさにその「変質過程局
面」そのものに当たっている　　のだと。
１）拙稿「高度経済成長と日本型現代資本主義の確立」（『金沢大学経済論集』第２９巻第２
号，２００９年）。
２）７０年代・政治過程の展開に関しては，石川真澄『戦後政治構造論』（日本評論社，１９７８
年），金原左門他『講座現代資本主義国家』２・３（大月書店，１９８０年），田口富久治
編著『ケインズ主義的福祉国家』（青木書店，１９８９年），などがある。国家論との内的
関係が興味深い。
３）７０年代・低成長期の経済過程全般については，例えば森武麿他『現代日本経済史』（有
斐閣，１９９３年），中村隆英『現代日本経済史』（岩波書店，１９９５年），橋本寿朗他『現代
日本経済』（有斐閣，１９８９年）をみよ。さらに拙稿「低成長経済への移行と景気変動過
程」（『金沢大学経済学部論集』第２８巻第２号，２００８年）において資本蓄積構造のその
全体像を検討した。
４）この局面の景気変動についてはあまり多くの文献はないが，例えば，大内力編『現代
の景気と恐慌』（有斐閣選書，１９７８年），鈴木・公文・上山『資本主義と不況』（有斐閣
選書，１９７８年），武井・岡本・石垣編著『景気循環の理論』（時潮社，１９８３年），などを
参照のこと。
５）低成長期・労資関係の新展開については，熊沢誠『日本的経営の明暗』（筑摩書房，
１９８９年），上井喜彦『労働組合の職場規制』（東大出版会，１９９４年），兵藤『労働の戦
後史』下（東大出版会，１９９７年），などが，分析視点の，その歴史性かつ総体性におい
て優れている。
６）７０年代の労働運動に関しては，まず全体的には兵藤『現代の労働運動』（東大出版会，
１９８１年）が参考になろう。また特に「スト権スト」については，清水慎三編『戦後労働
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組合運動史』（日本評論社，１９８２年）および労働争議史研究会『日本の労働争議』（東大
出版会，１９９１年）が参照されるべきだし，さらに「少数派組合」に貴重な光を当てた優
れた業績としては，何よりも河西宏祐『少数派労働組合運動論』（日本評論社，１９９０
年）が検討に値しよう。
７）いわゆる「福祉元年」を中心とする７０年代・社会保障の展開に関しては，以下をみら
れたい。社会保障研究所編『社会福祉改革論』上・下（東大出版会，１９８４年），東大社
研編『転換期の福祉国家』下（東大出版会，１９８８年），横山・田多編著『日本社会保障の
歴史』（学文社，１９９１年）など。社会保障制度に関するそのダイナミックな変動プロセ
スが特に目立つ。
８）金融政策の立ち入った展開については比較的数多くの文献があるが，大島清監修『総
説日本経済』２（東大出版会，１９８７年），鈴木淑夫『日本経済と金融』（東洋経済新報社，
１９８１年），石見徹『日本経済と国際金融』（東大出版会，１９９５年），などを差し当たり参
照のこと。
９）７０年代局面の財政政策を検討したものとしては，中島将隆『日本の国債管理政策』（東
洋経済新報社，１９７７年），和田八束『日本財政論』（日本評論社，１９７９年），武田・林編
『現代日本の財政金融』Ⅲ（東大出版会，１９８５年），などがその代表作として参照に値
しよう。
１０）産業政策についての文献は多くはないが，例えば，鎌倉孝夫『スタグフレーション』
（河出書房新社，１９８７年），佐藤定幸『日米経済摩擦の構造』（有斐閣，１９８７年），下平
尾勲『円高と金融自由化の経済学』（新評論，１９８７年），などが多面的な考察の一応の
参考にはなる。
１１）現代資本主義の基本構造に関しては，すでに拙著『現代資本主義の史的構造』（御茶の
水書房，２００８年）においてその全体像を提示した。また現代資本主義においてその決
定的枢軸点をなす「現代資本主義国家」については，拙著『資本主義国家の理論』（御茶
の水書房，２００７年）を参照されたい。国家理論体系上におけるその位置づけが重要課
題をなしている。
１２）高度成長期における「体制組織化作用」の基本システムに関しては，拙稿「高度経済成
長と日本型現代資本主義の確立」（『金沢大学経済論集』第２９巻第２号，２００９年）にお
いてすでに検討を終えた。それとの体系的比較の中でこそ，「７０年代型」の特質がみ
えてこよう。
１３）その場合，その「変質根拠」もいまや明白であって，　　繰り返し確認した通り　　
その基軸が，「７０年代・日本資本主義の『体制的危機』」における，その「深度とスタイ
ル」の，「６０年代型」からの「変容」にこそあるのは当然であろう。まさにこの関連にお
いて，「現代資本主義＝体制的危機への『反革命』的対応」という定式が改めて実証さ
れている。
